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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂および／または熱硬化性樹脂中に分散された無機物質を含む誘電体用樹脂
組成物であって、
　前記無機物質は、板状の無機粒子を含み、該無機粒子は、六方晶窒化ホウ素、酸化アル
ミニウム、タルク、および雲母からなる群から選定された材料を有し、
　当該誘電体用樹脂組成物は、１２ＧＨｚの周波数および２５℃の温度において、
　　比誘電率εが５以下であり、
　　誘電正接ｔａｎδが５×１０－４以下であることを特徴とする誘電体用樹脂組成物。
【請求項２】
　前記無機粒子は、平均アスペクト比が２以上１０００以下であることを特徴とする請求
項１に記載の誘電体用樹脂組成物。
【請求項３】
　前記無機粒子は、１００ｎｍ以上５０μｍ以下の平均長軸寸法を有することを特徴とす
る請求項１または２に記載の誘電体用樹脂組成物。
【請求項４】
　前記熱可塑性樹脂は、ポリオレフィン系樹脂、ポリ環状オレフィン系樹脂、ポリスチレ
ン系樹脂、ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、フッ素化
ポリイミド系樹脂、フッ素系樹脂、芳香族ポリエステル系樹脂、芳香族ポリカーボネート
系樹脂、サーモトロピック液晶ポリマー系樹脂、芳香族ポリサルホン系樹脂、および芳香
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族ポリエーテル系樹脂からなる群から選定された少なくとも１種を含むことを特徴とする
請求項１乃至３のいずれか一つに記載の誘電体用樹脂組成物。
【請求項５】
　前記熱硬化性樹脂は、トリアジン系樹脂、熱硬化性ポリフェニレンエーテル類、スチレ
ン系樹脂、ベンゾシクロブテン系樹脂、エポキシ系樹脂、および不飽和ポリエステル樹脂
からなる群から選定された少なくとも１種を含むことを特徴とする請求項１乃至４のいず
れか一つに記載の誘電体用樹脂組成物。
【請求項６】
　１ＧＨｚ以上の周波数帯域において使用される高周波誘電体デバイスであって、
　当該高周波誘電体デバイスは、回路基板、伝送線路、誘電体フィルタ、誘電体アンテナ
、誘電体共振器、キャパシタ、インダクタ、埋設デバイス、およびマルチチップモジュー
ルのいずれか一つであり、
　当該高周波誘電体デバイスは、請求項１乃至５のいずれか一つに記載の誘電体用樹脂組
成物を含むことを特徴とする高周波誘電体デバイス。
【請求項７】
　さらに導体を有し、
　該導体は、前記誘電体用樹脂組成物の表面または内部に配置されることを特徴とする請
求項６に記載の高周波誘電体デバイス。
【請求項８】
　１ＧＨｚ以上の周波数帯域において使用される高周波誘電体デバイスであって、
　当該高周波誘電体デバイスは、凸レンズ、フレネルレンズ、および凹レンズのいずれか
であり、
　当該高周波誘電体デバイスは、請求項１乃至５のいずれか一つに記載の誘電体用樹脂組
成物を含むことを特徴とする高周波誘電体デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、誘電体用樹脂組成物および高周波誘電体デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　共振器、フィルタ、アンテナ、回路基板、および積層回路素子基板等の誘電体デバイス
の分野では、近年の情報量の増大、通信技術の高度化、および利用周波数帯域の枯渇化に
伴い、高周波数帯（センチメートル波～ミリ波）の利用が進められている。
【０００３】
　しかしながら、一般に、誘電体デバイスの寸法は、利用周波数および使用材料の比誘電
率に依存することが知られている。従って、例えば、高周波数帯域において、比誘電率の
高い材料を使用しようとすると、誘電体デバイスの設計寸法が極端に小さくなってしまう
という問題が生じる。これは、誘電体デバイスの加工を難しくし、製造歩留まりの低下に
つながる。
【０００４】
　また、信号の伝播速度は、デバイス使用材料の比誘電率の平方根に反比例することが知
られている。このため、比誘電率が高い材料をデバイスに使用した場合、伝送遅延が生じ
、信号の高速処理に支障が生じる。
【０００５】
　さらに、デバイス使用材料の誘電損失は、周波数の増大とともに増加する。このため、
高周波数帯において、誘電損失が高い材料をデバイスに使用した場合、信号の伝搬損失が
許容できない値にまで上昇するおそれがある。
【０００６】
　このように、高周波数帯域において誘電体デバイスを適用することを想定した場合、材
料の誘電特性に関して、解決すべき多くの課題が存在する。また、このような背景から、
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近年、比誘電率が低く、誘電損失が低いマイクロ波誘電体材料の開発が進められている。
【０００７】
　ところで、一般に、無機材料は、誘電損失が比較的低い傾向にあるが、比誘電率の低下
を図ることは難しいという問題がある。逆に、有機材料には、比較的比誘電率の低いもの
が多く存在する。このため、無機材料と有機材料とを複合化することにより、高周波数帯
域で使用可能な誘電体用材料を構成することが提案されている（特許文献１～６）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平７－３３１００３号公報
【特許文献２】特開２０００－４０４２１号公報
【特許文献３】特開２００４－２６５３号公報
【特許文献４】特開２００７－１２６６０５号公報
【特許文献５】特開２００９－９６９７９号公報
【特許文献６】国際公開第ＷＯ２０１０－４７３４９号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　前述のように、特許文献１～６には、樹脂系の有機材料に無機材料粒子または無機材料
繊維を分散することにより構成された誘電体用材料が記載されている。
【００１０】
　しかしながら、特許文献１～６に開示されている誘電体材料においても、誘電特性は、
未だ十分であるとは言い難い。特に、これらの文献に記載されている誘電体材料は、誘電
損失が比較的大きいという問題がある。このため、現在においても、高周波数帯域におい
て、比誘電率および誘電損失が十分に抑制された誘電体用樹脂組成物について、未だ大き
な要望がある。
【００１１】
　本発明は、このような背景に鑑みなされたものであり、本発明では、１ＧＨｚ以上の高
周波数帯域において、比誘電率および誘電損失が十分に低い誘電体用樹脂組成物を提供す
ることを目的とする。また、本発明では、そのような誘電体用樹脂組成物を含む高周波誘
電体デバイスを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明では、熱可塑性樹脂および／または熱硬化性樹脂中に分散された無機物質を含む
誘電体用樹脂組成物であって、
　前記無機物質は、板状の無機粒子を含み、該無機粒子は、六方晶窒化ホウ素、酸化アル
ミニウム、タルク、および雲母からなる群から選定された材料を有し、
　当該誘電体用樹脂組成物は、１ＧＨｚ以上の周波数および２５℃の温度において、
　　比誘電率εが５以下であり、
　　誘電正接ｔａｎδが５×１０－４以下であることを特徴とする誘電体用樹脂組成物が
提供される。
【００１３】
　ここで、本発明による誘電体用樹脂組成物において、前記無機粒子は、平均アスペクト
比が２以上１０００以下であっても良い。
【００１４】
　また、本発明による誘電体用樹脂組成物において、前記無機粒子は、１００ｎｍ以上５
０μｍ以下の平均長軸寸法を有しても良い。
【００１５】
　また、本発明による誘電体用樹脂組成物において、前記熱可塑性樹脂は、ポリオレフィ
ン系樹脂、ポリ環状オレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリフェニレンエーテル系
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樹脂、５－メチルペンテン樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、フッ素化ポリイミド
系樹脂、フッ素系樹脂、芳香族ポリエステル系樹脂、芳香族ポリカーボネート系樹脂、サ
ーモトロピック液晶ポリマー系樹脂、芳香族ポリサルホン系樹脂、および芳香族ポリエー
テル系樹脂からなる群から選定された少なくとも１種を含んでも良い。
【００１６】
　また、本発明による誘電体用樹脂組成物において、前記熱硬化性樹脂は、トリアジン系
樹脂、熱硬化性ポリフェニレンエーテル類、多官能スチレン系樹脂、ベンゾシクロブテン
系樹脂、エポキシ系樹脂、および不飽和ポリエステル樹脂からなる群から選定された少な
くとも１種を含んでも良い。
【００１７】
　さらに、本発明では、１ＧＨｚ以上の周波数帯域において使用される高周波誘電体デバ
イスであって、
　当該高周波誘電体デバイスは、回路基板、伝送線路、誘電体フィルタ、誘電体アンテナ
、誘電体共振器、キャパシタ、インダクタ、埋設デバイス、およびマルチチップモジュー
ルのいずれか一つであり、
　当該高周波誘電体デバイスは、前述のような誘電体用樹脂組成物を含むことを特徴とす
る高周波誘電体デバイスが提供される。
【００１８】
　ここで、本発明による高周波誘電体デバイスは、さらに導体を有し、
　該導体は、前記誘電体用樹脂組成物の表面または内部に配置されても良い。
【００１９】
　また、本発明では、１ＧＨｚ以上の周波数帯域において使用される高周波誘電体デバイ
スであって、
　当該高周波誘電体デバイスは、凸レンズ、フレネルレンズ、および凹レンズのいずれか
であり、
　当該高周波誘電体デバイスは、前述のような誘電体用樹脂組成物を含むことを特徴とす
る高周波誘電体デバイスが提供される。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明では、１ＧＨｚ以上の高周波数帯域において、比誘電率および誘電損失が十分に
低い誘電体用樹脂組成物を提供することができる。また、本発明では、そのような誘電体
用樹脂組成物を含む高周波誘電体デバイスを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された伝送線路の模式図である。
【図２】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された別の伝送線路の模式図である。
【図３】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたさらに別の伝送線路の模式図であ
る。
【図４】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された誘電体フィルタの模式図である。
【図５】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された誘電体アンテナの模式図である。
【図６】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された誘電体共振器の模式図である。
【図７】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたキャパシタの模式図である。
【図８】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたインダクタの模式図である。
【図９】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された多層基板の模式図である。
【図１０】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された凸レンズの模式図である。
【図１１】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたフレネルレンズの模式図である
。
【図１２】本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された凹レンズの模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
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　以下、本発明について詳しく説明する。
【００２３】
　本発明では、熱可塑性樹脂および／または熱硬化性樹脂中に分散された無機物質を含む
誘電体用樹脂組成物であって、
　前記無機物質は、板状の無機粒子を含み、該無機粒子は、六方晶窒化ホウ素、酸化アル
ミニウム、タルク、および雲母からなる群から選定された材料を有し、
　当該誘電体用樹脂組成物は、１ＧＨｚ以上の周波数および２５℃の温度において、
　　比誘電率εが５以下であり、
　　誘電正接ｔａｎδが５×１０－４以下であることを特徴とする誘電体用樹脂組成物が
提供される。
【００２４】
　前述のように、特許文献１～６に記載の誘電体材料は、高周波帯域で使用されるデバイ
スへの適用を考慮した場合、未だ十分な誘電特性を有するとは言い難い。特に、これらの
文献に記載されている誘電体材料は、誘電損失が比較的大きいという問題がある。
【００２５】
　これに対して、本発明による誘電体用樹脂組成物は、１ＧＨｚ以上の高周波帯域におい
ても、有意に低い比誘電率、および有意に低い誘電損失を有するため、高周波帯域で使用
されるデバイスに対しても、十分に適用することができる。
【００２６】
　なお、一般に、材料の誘電損失は、誘電正接（ｔａｎδ）を用いて表される。誘電正接
（ｔａｎδ）は、誘電体内を伝播する電気信号が熱に変換されることにより損失する量を
表すパラメータである。従って、誘電正接（ｔａｎδ）が小さい材料ほど、電気信号の損
失が少なくなり、信号伝達率が向上する。
【００２７】
　（本発明による誘電体用樹脂組成物の構成）
　次に、本発明による誘電体用樹脂組成物に含まれる各材料について、詳しく説明する。
【００２８】
　（無機粒子）
　本発明による誘電体用樹脂組成物は、無機物質として、板状の無機粒子を含む。
【００２９】
　ここで、本願において、「板状」（の無機粒子）とは、以下のように定義される形状を
意味する。
【００３０】
　まず、測定対象粒子の寸法を各方角から測定する。粒子の寸法が最も大きくなる方向を
ｘ軸方向と規定し、その方向の粒子の寸法をａとする。次に、粒子をｘ軸と直交する方向
から測定した寸法のうち、最も短い寸法を与える方向をｚ軸方向と規定し、その粒子の寸
法をｃとする。また、ｘ軸およびｚ軸と直交する方向をｙ軸方向と規定し、ｙ軸方向で最
も大きな寸法をｂとする。
【００３１】
　この場合、粒子の各軸の関係から、ａ≧ｂ≧ｃとなる。このような定義の下、比率（ａ
／ｃ）が比率（ａ／ｂ）の２倍以上となる場合、その粒子は板状であると言う。
【００３２】
　以降、比率（ａ／ｃ）を、粒子のアスペクト比と称する。さらに、ａを粒子の長軸寸法
と称し、ｃを粒子の厚さと称する。
【００３３】
　なお、本願では、「平均アスペクト比」および「平均長軸寸法」を用いて、樹脂組成物
中に含まれる無機粒子の寸法を規定する。ここで、「平均アスペクト比」は、樹脂組成物
に含まれる１００個以上の無機粒子のアスペクト比を計測し、得られた数値を小さい順に
並べた際に、中央に位置する値（中央値）を意味する。同様に、「平均長軸寸法」は、樹
脂組成物に含まれる１００個以上の無機粒子の長軸寸法を計測し、得られた数値を小さい
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順に並べた際に、中央に位置する値（中央値）を意味する。
【００３４】
　無機粒子の平均アスペクト比は、２以上１０００以下の範囲であることが好ましい。ま
た、無機粒子の平均長軸寸法は、１００ｎｍ以上５０μｍ以下の範囲であることが好まし
い。
【００３５】
　なお、このような無機粒子の各種寸法は、走査型電子顕微鏡を用いて測定することがで
きる。
【００３６】
　板状の無機粒子は、六方晶窒化ホウ素、板状酸化アルミニウム、タルク、および雲母の
ような材料で構成されても良い。
【００３７】
　特に、板状の無機粒子は、六方晶窒化ホウ素の粒子であることが好ましい。六方晶窒化
ホウ素の粒子としては、公知の方法により製造された市販品をそのまま使用しても良く、
あるいは市販品を加工して用いても良い。
【００３８】
　そのような粒子の市販品としては、例えば、昭和電工（株）製の「ショウビーエヌＵＨ
Ｐ」シリーズ（例えば、「ショウビーエヌＵＨＰ－１」など）、電気化学工業（株）製の
「デンカボロンナイトライド粉」シリーズ（例えばＧＰグレードなど）などが挙げられる
。
【００３９】
　なお、市販品の六方晶窒化ホウ素の粒子を加工して用いる場合、加工法として、公知の
技術を用いた分級処理、粉砕処理、薄片化処理、剥離処理、および／または表面修飾剤に
よる表面処理などを実施しても良い。
【００４０】
　（樹脂材料）
　本発明では、誘電体用樹脂組成物に使用される樹脂材料として、熱可塑性樹脂および／
または熱硬化性樹脂が使用される。
【００４１】
　本発明による誘電体用樹脂組成物に使用される熱可塑性樹脂および／または熱硬化性樹
脂の種類は、最終的に得られる誘電体用樹脂組成物が前述の比誘電率εおよび誘電正接（
ｔａｎδ）を満たす限り、特に限られない。
【００４２】
　本発明による誘電体用樹脂組成物に使用される熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリオ
レフィン系樹脂、ポリ環状オレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリフェニレンエー
テル系樹脂、５－メチルペンテン樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、フッ素化ポリ
イミド系樹脂、フッ素系樹脂、芳香族ポリエステル系樹脂、芳香族ポリカーボネート系樹
脂、サーモトロピック液晶ポリマー系樹脂、芳香族ポリサルホン系樹脂、および芳香族ポ
リエーテル系樹脂が挙げられる。これらは、単独で使用しても、２種以上を組み合わせて
使用しても良い。
【００４３】
　ちなみに、これらの熱可塑性樹脂は、いずれも、１ＧＨｚ以上の周波数および２５℃に
おいて、比誘電率が４以下であり、誘電正接が５×１０－３以下である。
【００４４】
　本発明による誘電体用樹脂組成物に使用される熱硬化性樹脂としては、例えば、トリア
ジン系樹脂、熱硬化性ポリフェニレンエーテル類、多官能スチレン系樹脂、ベンゾシクロ
ブテン系樹脂、エポキシ系樹脂、および不飽和ポリエステル樹脂が挙げられる。これらは
、単独で使用しても、２種以上を組み合わせて使用しても良い。
【００４５】
　ちなみに、これらの熱硬化性樹脂は、いずれも、１ＧＨｚ以上の周波数および２５℃に
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おいて、比誘電率が４以下であり、誘電正接が５×１０－３以下である。
【００４６】
　前述の熱可塑性樹脂と熱硬化性樹脂とは、混合して使用しても良い。
【００４７】
　（誘電体用樹脂組成物）
　本発明による誘電体用樹脂組成物は、前述の樹脂材料中に、前述のような材料を含む板
状の無機粒子、例えば六方晶窒化ホウ素の板状の粒子を分散させることにより製造される
。
【００４８】
　例えば、混練機または攪拌機等を用いて、樹脂材料中に板状の無機粒子を直接分散させ
ることにより、誘電体用樹脂組成物を製造しても良い。あるいは、樹脂材料を溶剤中に溶
解させた後、この溶液に板状の無機粒子を加えて混合しても良い。その後、溶剤を除去す
ることにより、樹脂組成物が製造される。
【００４９】
　この他にも、各種方法で本発明による誘電体用樹脂組成物を製造することができる。
【００５０】
　なお、本発明による誘電体用樹脂組成物において、板状の無機粒子の含有率は、５体積
％以上９０体積％未満であることが好ましい。
【００５１】
　板状の無機粒子の含有率が５体積％未満の場合、十分に良好な特性が得られない場合が
ある。また、板状の無機粒子の含有率が９０体積％以上の場合、樹脂組成物の成形が難し
くなる場合がある。
【００５２】
　本発明による誘電体用樹脂組成物には、本発明の目的に反しない範囲で、非板状の形状
を有する無機粒子、難燃剤、安定剤、可塑化剤、および／または強化剤等の添加剤をさら
に加えても良い。
【００５３】
　本発明による誘電体用樹脂組成物の提供形態は、特に限られない。本発明による誘電体
用樹脂組成物は、例えば、成形体の状態で提供しても良い。
【００５４】
　そのような成形体は、これに限られるものではないが、例えば、射出成形、プレス成形
、真空プレス成形、押出成形、および注型成形等の公知の方法により、製造することがで
きる。
【００５５】
　板状の無機粒子を含む樹脂組成物では、無機粒子の形状異方性のため、無機粒子の含有
率に加え、無機粒子の配向によっても、その特性が変化する場合がある。例えば、六方晶
窒化ホウ素の粒子の場合、無機粒子の面内（ｘｙ面内）方向と板厚（ｚ軸）方向において
、特性が異なることが知られている。このため、異なる成形方法を用いることにより、成
形体内の粒子の配向を変化させることができ、それに応じて、樹脂組成物の特性を変化さ
せることができる。
【００５６】
　また、本発明による誘電体用樹脂組成物は、熱膨張係数が小さいことが好ましい。
【００５７】
　本発明による誘電体用樹脂組成物は、以下に述べるように、導体（金属）や半導体部品
と組み合わせて、各種高周波誘電体デバイスとして用いることができる。その際、金属や
半導体と誘電体用樹脂組成物の間で熱膨張係数が大きく異なると、温度変化が与えられた
場合に熱膨張係数の差異に由来するひずみが生じ、接合が剥がれてしまう等の不具合が生
じるおそれがある。一般に、樹脂材料は、金属に比べて熱膨張係数が大きい。熱膨張係数
の小さい板状の形状を有する無機粒子と複合化することにより、樹脂組成物の熱膨張係数
を樹脂材料の値よりも小さくすることができる。
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【００５８】
　例えば、本発明による誘電体用樹脂組成物は、５ｐｐｍ／℃～１００ｐｐｍ／℃の範囲
の熱膨張係数を有しても良い。
【００５９】
　また、本発明による誘電体用樹脂組成物は、熱伝導率が大きいことが好ましい。
【００６０】
　前述のように、本発明による誘電体用樹脂組成物は、導体（金属）や半導体部品と組み
合わせて、各種高周波誘電体デバイスとして用いることができる。そのようなデバイスを
駆動させた場合、導体や半導体に発熱が生じる。発生した熱を効率的に散逸させることは
、デバイスを安定して動作させる上で重要である。誘電体用樹脂組成物の熱伝導率が大き
い場合、デバイスからより効果的に熱を散逸させることが可能になる。
【００６１】
　例えば、本発明による誘電体用樹脂組成物は、０．２Ｗ／ｍ・Ｋ～５．０Ｗ／ｍ・Ｋの
範囲の熱伝導率を有しても良い。
【００６２】
　（本発明による誘電体用樹脂組成物の適用例）
　本発明による誘電体用樹脂組成物は、１ＧＨｚ以上の周波数帯域で使用される各種高周
波誘電体デバイスに適用することができる。
【００６３】
　そのような高周波誘電体デバイスには、例えば、回路基板、伝送線路、誘電体フィルタ
、誘電体アンテナ、誘電体共振器、キャパシタ、インダクタ、埋設デバイス、およびマル
チチップモジュール等が含まれる。
【００６４】
　以下、本発明による誘電体用樹脂組成物を有する高周波誘電体デバイスの一例について
説明する。
【００６５】
　図１には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された伝送線路の模式図（斜視図）
を示す。伝送線路（マイクロストリップ線路）１００において、両導体１１０、１２０の
間に、本発明による誘電体用樹脂組成物１８０が配置されている。
【００６６】
　図２には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された別の伝送線路の模式図（斜視
図）を示す。伝送線路（コプレーナ線路）２００において、上部導体２１０ａ、２１０ｂ
、２１０ｃと下部導体２２０の間に、本発明による誘電体用樹脂組成物２８０が配置され
ている。
【００６７】
　図３には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたさらに別の伝送線路の模式図
（斜視図）を示す。伝送線路３００（スロット線路）において、上部導体３１０ａ、３１
０ｂと下部導体３２０の間に、本発明による誘電体用樹脂組成物３８０が配置されている
。
【００６８】
　図４には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された誘電体フィルタの模式図（斜
視図）を示す。誘電体フィルタ（帯域透過フィルタ）４００において、上部導体４１０ａ
～４１０ｄと下部導体４２０の間に、本発明による誘電体用樹脂組成物４８０が配置され
ている。
【００６９】
　図５には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された誘電体アンテナの模式図（斜
視図）を示す。誘電体アンテナ（パッチアンテナ）５００において、給電点５１５を有す
る上部導体５１０と下部導体５２０の間に、本発明による誘電体用樹脂組成物５８０が配
置されている。
【００７０】
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　図６には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された誘電体共振器の模式図（斜視
図）を示す。誘電体共振器（リング共振器）６００において、リング導体６１０と下部導
体６２０の間に、本発明による誘電体用樹脂組成物６８０が配置されている。
【００７１】
　図７には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたキャパシタの模式図（上面図
）を示す。キャパシタ（インターディジタルキャパシタ）７００において、櫛形導体７１
０ａおよび７１０ｂが本発明による誘電体用樹脂組成物７８０上に配置されている。
【００７２】
　図８には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたインダクタの模式図（上面図
）を示す。インダクタ（スパイラルインダクタ）８００において、スパイラル状の導体８
１０ａが本発明による誘電体用樹脂組成物８８０上に配置されている。
【００７３】
　図９には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された多層基板の模式図（断面図）
を示す。多層基板９００は、本発明による誘電体用樹脂組成物９８０（９８０ａ～９８０
ｄ）を複数積層することにより構成される。各誘電体用樹脂組成物９８０ａ～９８０の表
面、底面、および／または内部には、多層基板９００の最表面に配置された半導体部品９
５０と電気的に接合された配線９１０ａ、および半導体部品９５０と電気的に接合されて
いない配線９１０ｂ等が設置される。
【００７４】
　前述のように、本発明による誘電体用樹脂組成物は、高周波帯域においても、有意に低
い比誘電率、および有意に低い誘電損失を有する。
【００７５】
　従って、本発明による誘電体用樹脂組成物１８０～９８０を備える高周波誘電体デバイ
ス１００～９００は、１ＧＨｚ以上の高周波帯域においても、信号の伝送遅延および信号
の損失が有意に抑制され、適正に作動させることができる。
【００７６】
　あるいは、本発明による誘電体用樹脂組成物が利用される高周波誘電体デバイスは、凸
レンズ、フレネルレンズ、または凹レンズであっても良い。
【００７７】
　図１０には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された凸レンズの模式図（側面図
）を示す。凸レンズ１０００において、本発明による誘電体用樹脂組成物１０８０が利用
されている。
【００７８】
　図１１には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用されたフレネルレンズの模式図（
側面図）を示す。フレネルレンズ１１００において、本発明による誘電体用樹脂組成物１
１８０が利用されている。
【００７９】
　図１２には、本発明による誘電体用樹脂組成物が適用された凹レンズの模式図（側面図
）を示す。凹レンズ１２００において、本発明による誘電体用樹脂組成物１２８０が利用
されている。
【００８０】
　なお、図１～図１２に示した高周波誘電体デバイスは、単なる一例であって、本発明に
よる誘電体用樹脂組成物は、他の高周波誘電体デバイスに適用されても良い。
【実施例】
【００８１】
　以下、本発明による実施例について説明する。なお、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【００８２】
　（例１）
　以下の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル１」と称する）を製造し、その
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【００８３】
　（サンプル１の製造）
　まず、板状の六方晶窒化ホウ素の粒子（昭和電工製ＵＨＰ－１）を準備した。この六方
晶窒化ホウ素の粒子の平均長軸寸法は９．９μｍであり、平均厚さは０．４１μｍであり
、平均アスペクト比は２４である。
【００８４】
　また、熱可塑性樹脂として、アイソタクティックポリプロピレン（商品名：ノバテック
ＰＰ　ＭＡ３、日本ポリケム株式会社製）（以下、「ｉＰＰ」と称する）を準備した。
【００８５】
　次に、小型二軸混練機（ＴｈｅｒｍｏＨＡＡＫＥ社製ＭｉｎｉＬａｂ）を用い、この熱
可塑性樹脂中に六方晶窒化ホウ素の粒子Ａを混合し、２００℃で溶融混練を行った。六方
晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して１０ｖｏｌ％とした。
【００８６】
　その後、射出成形機（井元製作所製１８Ｄ１）を用いて、得られた混練物を押出処理し
、５０ｍｍΦ×厚さ１ｍｍの板状試験片（サンプル１と称する）を作製した。
【００８７】
　以下の表１の「サンプル１」の欄には、例１において使用された樹脂、六方晶窒化ホウ
素の粒子の混合比、および製造プロセスをまとめて示した。
【００８８】
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【表１】

【００８９】
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　（サンプル１の評価）
　得られたサンプル１を用いて、比誘電率ε、誘電正接ｔａｎδ、比誘電率の温度係数、
共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種特性を評価した。
【００９０】
　誘電特性（比誘電率ε、誘電正接ｔａｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係
数）の測定は、ＪＩＳ　Ｒ　１６４１に準拠し、１２ＧＨｚの空洞共振器をネットワーク
アナライザ（Ａｇｉｌｅｎｔ社製８７２０ＥＳ　Ｓパラメータ・ベクトル・ネットワーク
・アナライザ）に接続し、空洞共振法で測定した。測定は２５℃で行なった。
【００９１】
　サンプル１の比誘電率および共振周波数の温度依存性は、同様の装置により、０℃と８
０℃における比誘電率と共振周波数を測定し、両者の差異を求めることにより評価した。
【００９２】
　熱膨張係数の測定には、ブルカー・エイエックスエス株式会社製熱膨張計ＴＤ５２００
ＳＡを用いた。
【００９３】
　熱伝導率の測定には、英弘精機株式会社製熱伝導率測定装置ＨＣ－１１０を用い、１枚
法により実施した。
【００９４】
　前述の表１の「サンプル１」の欄には、比誘電率ε、誘電正接ｔａｎδ、比誘電率の温
度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種測定結果をまとめて
示した。
【００９５】
　（例２）
　前述の例１の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル２」と称す
る）を製造し、その特性を評価した。
【００９６】
　ただし、この例２では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して２０ｖｏｌ
％とした。その他の製造条件は、例１の場合と同様である。
【００９７】
　得られたサンプル２を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【００９８】
　前述の表１の「サンプル２」の欄には、サンプル２の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【００９９】
　（例３）
　前述の例１の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル３」と称す
る）を製造し、その特性を評価した。
【０１００】
　ただし、この例３では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して３０ｖｏｌ
％とした。その他の製造条件は、例１の場合と同様である。
【０１０１】
　得られたサンプル３を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【０１０２】
　前述の表１の「サンプル３」の欄には、サンプル３の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１０３】
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　（例４）
　前述の例１の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル４」と称す
る）を製造し、その特性を評価した。
【０１０４】
　ただし、この例４では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して４０ｖｏｌ
％とした。その他の製造条件は、例１の場合と同様である。
【０１０５】
　得られたサンプル４を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【０１０６】
　前述の表１の「サンプル４」の欄には、サンプル４の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１０７】
　（例５）
　前述の例１の場合と同様の方法で、溶融混練を実施した。また、得られた混練物を、真
空加熱プレス成形機（井元製作所製ＩＭＣ－１１ＦＡ型）を用いてプレス成形し、５０ｍ
ｍΦ×厚さ１ｍｍの板状試験片（サンプル５と称する）を作製した。
【０１０８】
　得られたサンプル５を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【０１０９】
　前述の表１の「サンプル５」の欄には、サンプル５の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１１０】
　（例６）
　前述の例５の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル６」と称す
る）を製造し、その特性を評価した。
【０１１１】
　ただし、この例６では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して２０ｖｏｌ
％とした。その他の製造条件は、例５の場合と同様である。
【０１１２】
　得られたサンプル６を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【０１１３】
　前述の表１の「サンプル６」の欄には、サンプル６の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１１４】
　（例７）
　前述の例５の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル７」と称す
る）を製造し、その特性を評価した。
【０１１５】
　ただし、この例７では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して３０ｖｏｌ
％とした。その他の製造条件は、例５の場合と同様である。
【０１１６】
　得られたサンプル７を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
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【０１１７】
　前述の表１の「サンプル７」の欄には、サンプル７の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１１８】
　（例８）
　前述の例５の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル８」と称す
る）を製造し、その特性を評価した。
【０１１９】
　ただし、この例８では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して４０ｖｏｌ
％とした。その他の製造条件は、例５の場合と同様である。
【０１２０】
　得られたサンプル８を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【０１２１】
　前述の表１の「サンプル８」の欄には、サンプル８の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１２２】
　（例９）
　前述の例１と同様の六方晶窒化ホウ素の粒子およびｉＰＰを用い、次の方法で誘電体用
樹脂組成物を製造した。
【０１２３】
　まず、１０．０ｇのｉＰＰを、１２０℃に加温した５０ｍＬのキシレンに溶解した。次
に、この溶解物中に２．５ｇ（１０ｖｏｌ％に相当）の六方晶窒化ホウ素の粒子を投入し
、１時間攪拌した。その後、溶解物からキシレンを留去して固形物を得た。
【０１２４】
　次に、真空加熱プレス成形機（井元製作所製ＩＭＣ－１１ＦＡ型）を用いて、固形物を
５０ｍｍΦ×厚さ１ｍｍの寸法にプレス成形した。これにより、板状試験片（サンプル９
と称する）が作製された。
【０１２５】
　得られたサンプル９を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔａ
ｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各種
特性を評価した。
【０１２６】
　前述の表１の「サンプル９」の欄には、サンプル９の製造条件と、各種評価結果とをま
とめて示した。
【０１２７】
　（例１０）
　前述の例９の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル１０」と称
する）を製造し、その特性を評価した。
【０１２８】
　ただし、この例１０では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して２０ｖｏ
ｌ％とした。その他の製造条件は、例９の場合と同様である。
【０１２９】
　得られたサンプル１０を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔ
ａｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各
種特性を評価した。
【０１３０】
　前述の表１の「サンプル１０」の欄には、サンプル１０の製造条件と、各種評価結果と
をまとめて示した。
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【０１３１】
　（例１１）
　前述の例９の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル１１」と称
する）を製造し、その特性を評価した。
【０１３２】
　ただし、この例１１では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して３０ｖｏ
ｌ％とした。その他の製造条件は、例９の場合と同様である。
【０１３３】
　得られたサンプル１１を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔ
ａｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各
種特性を評価した。
【０１３４】
　前述の表１の「サンプル１１」の欄には、サンプル１１の製造条件と、各種評価結果と
をまとめて示した。
【０１３５】
　（例１２）
　前述の例９の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル１２」と称
する）を製造し、その特性を評価した。
【０１３６】
　ただし、この例１２では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して４０ｖｏ
ｌ％とした。その他の製造条件は、例９の場合と同様である。
【０１３７】
　得られたサンプル１２を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔ
ａｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各
種特性を評価した。
【０１３８】
　前述の表１の「サンプル１２」の欄には、サンプル１２の製造条件と、各種評価結果と
をまとめて示した。
【０１３９】
　（例１３）
　前述の例９の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル１３」と称
する）を製造し、その特性を評価した。
【０１４０】
　ただし、この例１３では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して５０ｖｏ
ｌ％とした。その他の製造条件は、例９の場合と同様である。
【０１４１】
　得られたサンプル１３を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔ
ａｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各
種特性を評価した。
【０１４２】
　前述の表１の「サンプル１３」の欄には、サンプル１３の製造条件と、各種評価結果と
をまとめて示した。
【０１４３】
　（例１４）
　前述の例９の場合と同様の方法で、誘電体用樹脂組成物（以下、「サンプル１４」と称
する）を製造し、その特性を評価した。
【０１４４】
　ただし、この例１４では、六方晶窒化ホウ素の粒子の混合量は、全体に対して６０ｖｏ
ｌ％とした。その他の製造条件は、例９の場合と同様である。
【０１４５】



(16) JP 6284094 B2 2018.2.28

10

20

30

40

50

　得られたサンプル１４を用いて、例１の場合と同様の方法で、比誘電率ε、誘電正接ｔ
ａｎδ、比誘電率の温度係数、共振周波数の温度係数、熱膨張係数、および熱伝導率の各
種特性を評価した。
【０１４６】
　前述の表１の「サンプル１４」の欄には、サンプル１４の製造条件と、各種評価結果と
をまとめて示した。
【０１４７】
　表１に示すように、今回製造した誘電体用樹脂組成物（サンプル１～サンプル１４）は
、いずれも、５以下の低い比誘電率ε、および５．０×１０－４よりも低い誘電正接ｔａ
ｎδを示した。従って、サンプル１～サンプル１４に係る誘電体用樹脂組成物は、高周波
誘電体デバイス等に好適に用いることができる。
【０１４８】
　また、サンプル１～サンプル１４は、いずれも、比誘電率の温度係数の絶対値が小さく
（絶対値で１７６ｐｐｍ／℃以下）、共振周波数の温度係数の絶対値が小さく（最大８．
６ｐｐｍ／℃以下）、熱膨張係数が小さい（最大７３ｐｐｍ／℃以下）ことがわかった。
特に、同じ製造プロセスで比較した場合、六方晶窒化ホウ素の粒子の添加量の増加ととも
に、これらのパラメータの減少が顕著になることがわかる。
【０１４９】
　比誘電率の温度係数の絶対値および共振周波数の温度係数の絶対値が小さい誘電体用樹
脂組成物は、使用中に温度が上昇しても誘電特性が変化しにくいため、安定な誘電特性を
発揮することができる。同様に、熱膨張係数が小さい誘電体用樹脂組成物は、使用中に温
度が上昇しても変形が生じにくく、安定な誘電特性を発揮することができ、また、金属や
半導体との熱膨張係数の差が小さいことから、接合部の剥がれ等の不具合を防ぐことがで
きる。
【０１５０】
　一方、表１から、同じ成形方法で比較すると、六方晶窒化ホウ素の粒子の添加量の増加
とともに、誘電体用樹脂組成物の熱伝導率は、上昇する傾向にあることがわかった。また
、異なる成形方法を用いることにより、同じ六方晶窒化ホウ素の粒子の添加量であっても
、熱伝導率が異なることがわかった。これは、板状形状を有する六方晶窒化ホウ素粒子の
配向の違いに起因すると考えられる。これらのことは、板状の無機粒子の添加量または配
向によって、誘電体用樹脂組成物の熱伝導率を制御することができることを示唆するもの
である。すなわち、本発明による誘電体用樹脂組成物は、用途に応じて、熱伝導率を適正
な値に調整し得ることが予想される。
【産業上の利用可能性】
【０１５１】
　本発明は、例えば、回路基板、伝送線路、誘電体フィルタ、誘電体アンテナ、誘電体共
振器、キャパシタ、インダクタ、埋設デバイス、マルチチップモジュール、凸レンズ、フ
レネルレンズ、および凹レンズ等の誘電体デバイスに適用することができる。
【符号の説明】
【０１５２】
　１００　　伝送線路
　１１０　　導体
　１２０　　導体
　１８０　　誘電体用樹脂組成物
　２００　　伝送線路
　２１０ａ～２１０ｃ　　上部導体
　２２０　　下部導体
　２８０　　誘電体用樹脂組成物
　３００　　伝送線路
　３１０ａ、３１０ｂ　　上部導体
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　３２０　　下部導体
　３８０　　誘電体用樹脂組成物
　４００　　誘電体フィルタ
　４１０ａ～４１０ｄ　　上部導体
　４２０　　下部導体
　４８０　　誘電体用樹脂組成物
　５００　　誘電体アンテナ
　５１０　　上部導体
　５１５　　給電点
　５２０　　下部導体
　５８０　　誘電体用樹脂組成物
　６００　　誘電体共振器
　６１０　　リング導体
　６２０　　下部導体
　６８０　　誘電体用樹脂組成物
　７００　　キャパシタ
　７１０ａ、７１０ｂ　　櫛形導体
　７８０　　誘電体用樹脂組成物
　８００　　インダクタ
　８１０ａ　　導体
　８８０　　誘電体用樹脂組成物
　９００　　多層基板
　９１０ａ、９１０ｂ　　配線
　９５０　　半導体部品
　９８０ａ～９８０ｄ　　誘電体用樹脂組成物
【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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